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1. はじめに
近代的意義における地方公共団体による自治制が確立したのは明治21年の市制， 町村制の制定に
よる。 明治以前は近代的意義における自治制は存在せず， 明治4年7月の廃藩置県が出発点となっ
ている。戦後，日本国憲法は第八章に「地方自治Jのために一章を新設し， 地方自治の原理を保障
し，地方自治に対し憲法規範としての地位を与えた。 日本国憲法に「戦争の放棄」 と並んで初めて
規定された「地方自治Jを司る「地方自治法」は昭和22年5月3日， 日本国憲法と同日に施行され
ている。
地方公共団体は法人格を有し， 普通公共団体である都道府県および市町村と， 特別地方公共団体
である特別区（都の区）， 地方公共団体の組合， 財産区および地方開発事業団の2種類に分かれる。
本稿でいう地方公共団体はこの両者を包括的に対象とする。
地方公共団体の機能は「その財産を管理し，事務を処理し， 及び行政を執行する機能を有し， 法
律の範囲内で条例を制定することができる」 （憲法第94条）となっている。 地方公共団体は， その
公共事務， 法律または政令による事務， およびその他の行政事務で国の事務に属しない事務を処理
する（地方自治法第二条②）。 この事務処理の目的は， 「地方公共の秩序を維持し住民及び滞在者
の安全，健康及び福祉を保持すること」 （同法第二条③ー〉にあるO また， 「（普ー通） 地方公共団
体は，議会の議決を経て， その利益を代表する全国的な公益的法人に委託することにより， 他の普
通地方公共団体と共同して，火災， 水災， 震災その他の災害に因る財産の損害に対する相互救済事
業を行うことができる」 （同法第二六三条の二①）。 さらに， 「第一項の相互救済事業で保険事業
に該当するものについては，保険業法は， これを適用しなし、」と定められている （同法第二六三条
の二④）。
都道府県災害共済事業が， 地方自治法第二六三条の二の規定にもとづき， 都道府県の所有する財
産または営造物の火災による損害にたし、する相互救済を目的として発足したのは， ざる昭和27年4
月1日であった。その後昭和30年4月1日からさらに自動車損害共済事業を起した。
社団法人全国市有物件災害共済会は昭和24年1月14日に内閣総理大臣の許可を受けて発足した。
1) 『全国町村会五十年史』 （全国町村会，昭和47年3月） p. 2 
2〕辻清明『日本の地方自治』 （岩波新書， 1976)PP. 4ー 5
3) 『都道府県災害共済事業十年史』（財団法人都道府県会館都道府県有物件災害共済部，昭和37年10月）序文
4) 『全国市有物件災害共済会二十年史』 （社団法人全国市有物件災害共済会，昭和44年9月1日） p' 36 
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自動車損害共済事業は， 火災事業におくれること 3年， 昭和27年7月から同会の共済事業のーっと
して発足した。
町村有物件災害共済事業は， 前述の共済事業根拠法（地方自治法第二六三条の二）の制定をまた
ずして， 昭和23年1月30日の第28回財団法人全国自治協会定期総会において， 従来行なってきた保
険会社との特約制度を同年3月末日限り廃止し， 全国町村会町村有物件災害共済規約を制定すると
ともに，町村有物件災害部を置き4月1日より実施することとした。
地方公共団体が管理し，保全すべき公有財産の種類は後で詳述するが， きわめて範囲が広い。公
園，上下水道， ド、ック，学校，病院，森林， 文化財等々枚挙にし、とまがない。社会経済の発展は，
これら保全管理の対象となる財産の種類および価値の増大を意味する。第一次大戦を契機として，
日本の資本主義は急速に発達し， 資本の集中は都市人口のいちじるしい増大をもたらした。通常，
日本の都市は大正時代に確立されたというのが定説であるが， 都市化の今日的課題は整備された生
活環境の実現であるといえるであろう。この整備された生活環境の実現こそは，「地方自治の本旨」
に密接な関係があるものといえよう？そして， リスク・マネジメントは災害， 事故の防止や損害の
軽減を通じて生活環境の整備上少なからぬ貢献をするものであるO
地方公共団体が保有する財産の増加に加え， サービスを提供すべき人口は一般的に増加傾向を示
し，サービスの内容も多岐多様にならざるをえない。一方， 「社会経済の進展に伴い， 行政事務は
複雑高度化し， 事務量は増大の一途をたどっているため， 各市における事業事務の執行上住民等ーと
の間で紛争を生じ訴訟となる事例が少くないゲ」同様なことは早晩， 県や町村についてもいえる
のではないかと思われる。
これら生命財産の保全の命題に対し，偶然な災害，事故， 事件によって生ずる経済的損失 （ザス
ク）を，経営管理（マネジメント〕の一環として事前に確認，測定，処理しようとする知識・技術の
体系をリスク・マネジメントと呼んでいる。 fリスク・マネジメントは保険（災害共済）の購入と
いうよりはるかに範囲が広い。潜在的な財産， 賠償責任，および人事的損失にさらされる危険の確
認・測定と， これらの危険の最適な処理がリスク・マネジメ γ トである。保険（災害共済〕はこれ
らの危険を処理する一つの方法であるが，唯一の方法で、はないケ」 リスク・マネジメントは， 偶然
な事故を未然に防止し， 損失を軽減し（リスク・コントロール）， それでもなお発生することのあ
る損害の財務対策を事前に計画しておくこと（リスク・フアイナンシング） により， 組織目的に貢
献することを目的にするo L、かなる組織にとっても， リスク・マネジメントの哲学は基本的な命題
である。 リスク・マネジメントの応用により， 地方公共団体は経営上の本来的目的たる運営効率を
維持向上させ， リスクの財政的圧迫を最小化することにより， サービスの向上に寄与することがで
きる。
5）同上 p .70 
6) 『全国町村会五十年史』 p.82:l 
7）この点の論証については，前掲書辻清明『日本の地方自治』全巻に詳しいが，特に「第二の焦点一都市化と
地方自治」 P.10-32を参照。
8）全国市長会『都市における訴訟の係属状況等に関する調べJ（昭和53年7月〕 「まえがき」
9) C .A.ウィリアムズ／R.M.ハインズ著，武井勲訳『リスク・マネジメント上』「日本語版への序文JP.v 
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本研究の目的は， リスク・マネジメントの概念が現在， 地方公共団体の行政にどのように利用さ
れているのかを調査し， その概念、と技術を行政に利用することが， 行政上一層有利になるかどうか
を検討することにある。
行論は， まずリスク・マネジメントの認識の必要と形成過程を検討し， 米国の現状とも対比させ
ながら財政計画と財政の運営に対するリスク・マネジメントの貢献とその評価の枠組みを提起する。
次に， リスク・マネジメントの方針規定書の意義と内容を筆者の私案例によりながら分析し， その
効用をまとめる。次に， リスク・マネジメントの責任の所在と権限の委譲について考え， それらを
妨げる地方公共団体における阻害要因を指摘する。
以上のプロセスを経て， 現在地方公共団体においてリスク・マネジメントが行われていない実態
とその問題点を指摘し，その解決のために今後あるべき解決方法に関する若干の示唆を行おうとす
るもので、ある。
地方公共団体は，人口，産業構造，財政競技等にお
いてそれぞれ異なっているが，等しく住民福祉向上の
ための行・財政活動を営んでいるO 昭和51年度決算に
よると，都道府県の歳入，歳出はそれぞれ16兆1,325
億， 15兆9,827億円，市町村のそれは14兆8,194億円，
14兆3,726億円となっている。地方公共団体の決算規
模は昭和46年の約12兆円から， 51年の豹30兆円へと年
々増大しており，その歳出総額の増加率（この6年間
で143%）は名目国民総生産の伸び（107%）を上回っ
ている。 （第1図参照）
地方公共団体は，投資的経費の充実によって住民福
祉の向上に直接つながる公共施設の整備に努めてい
る。このような投資によって，道路，橋りょう，都市公
園，住宅，教育施設，し尿・ごみ処理施設，老人ホー
ム等の社会福祉施設，文化，体育施設等の公共施設の
整備，充実が図られているO このほかに地方公共団体
が保全，管理すべき施設で， リスクの源泉となるもの
。 には次のようなものがある。運動場，広場，緑地，河
47 48 49 50 51 （年度）
典拠：『昭和53年版地方財政白書』 P.4第1図 J 1，運河，溜池，用排水路，堤防， ドック，防波堤，
2. リスク・マネジメントの認識
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10）保有財産とは，地方自治法第九節所定の公有財産，物品，債権，基金を含むものとする。
11〕 『昭和53年版地方財政白書地方財政の状況』 （自治省編〕 PP. 1-4 
12) 『昭和53年版地方財政白書~PP. 95-96 
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波止場，倉庫，上屋その他の海上または陸上輸送に必要な施設，研究所，試験場，図書館，公民館，
博物館，美術館，物品陳列所，公会堂，劇場， 音楽堂その他の教育，学術，文化， 勧業に関する施
設，病院，隔離病舎，療養所，消毒所，産院，住宅，宿泊所，食堂，浴場， 共同便所， 公益質屋，
授産施設，救護施設等の保護施設，保育所，養護施設， 教護院等の児童福祉施設， 身体障害者更生
援護施設，留置場，屠場，じんかい処理場，汚物処理場，火葬場， 墓地その他の保健衛生， 社会福
13) 
祉等に関する施設等々である。
第2図普通建設事業費（目的別〉の推移
地方公共団体はこれらの施設を設置しもし
（億円） 循鶴自3拙くは管理し，またはこれらを使用する権利を 80,000 
規制する行政事務を行う。ちなみに，昭和田
70，町田
年度の普通建設事業費の総額は8兆1,438億
12.3 4学、校．費中14〕
ω． 円であった。公共施設の増加傾向の推移と 1
住宅費
人当たり普通建設事業費はそれぞれ第2図お
10.4 
河海障川費よび第3図に示す通りである。地方公共団体
国 ，都計画市費が管理すべき財産価値は年々増加しており， 1.9 10.9 
同時に一市民当りの公有資産価額は増大して 同問団司目配いるのである。
第67図
第3図 1人当たり普通建設事業費
14.1凹 ｛単位向｝
12,100 12・ 
I，町田
8,100 7，民国
? ? ? ?
6,700 6，副抽
典拠：向上 p. 97 第68図
13）地方自治法第2条③二，四，五，六。
14) 『地方財政白書53年版』 p.96 
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(2）地方公営事業
施設の設置，管理， 使用規制のほか， 地方公共団体は次の事業その他の企業を経営することにな
っている。
上水道その他の給水事業，下水道事業， 電気事業，ガス事業，軌道事業， 自動車運送事業，船舶
その他の運送事業その他，森林，牧野，土地，市場，漁場， 共同作業， その他公共の福祉を増進す
るために適当と認められる収益事業，治山治水事業，農地開発事業， 耕地整理事業， 公有水面埋立
事業，都市計画事業，土地区画整理事業，その他の土地改良事業。
昭和51年度における地方公営企業の事業数，決算規模の状況， 職員数の状況はそれぞれ第4～5
図に示す通りである。 戦後の行政，特に地方行政においては， 国家賠償法が制定された当時の事情
と相違して従前からの商工，農林，水産などの産業助長行政はもとより， 戦後は社会福祉， 社会保
障，保健衛生，労働保護， 環境保全， 公害防止など国民生活のほとんどすべての分野に行政作用が
関与しているので， これらの作用により違法に国民の権利が侵害されたときは， 国又は公共団体は
賠償責任を負うべきであり， 国家賠償法一条にし、う公権力の意味を狭義の公権的作用のみに限定す
るのは実情に副わず，裁判例も逐年広義説によるものが増加しているようである。すなわち， 地方
公共団体がさらされる損害賠償責任のリスクは高まっているといえる。
第4図地方公営企業の事業数
駐車場
128 
(1.8%) 
工業用水道
88 
(1.2%) 
典拠：『昭和53年版地方財政白書』 p.112 
第83図
(3) 人員と給与の拡大
第5図決算規模の状況
観党施設
(1.0%) 
典拠：同上 p. 113 第84図
第2次大戦後，新たに工業化が進み，技術が専門化し， 都市化が進行した。都市郊外は広がり，
第1図にみる如く， 市民のサービスに対する需要の伸びは国民総生産の伸び率を上回った。学校の
15）地方自治法第2条③三，十一，十二。
16）薄津芳『判例よりみた国・地方損害賠償責任』 （ぎょうせい，昭和50年） p. 11 
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警察行政と消防行政のサーピスも 1兆l,688億円（歳出総額の4.0%),5,001億円（同1.7%)
でそれぞれ前年の51年度を10%以上増加している。〉上下水道設備，公園体系， 交通， 高速道路体系
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増設，
公共住宅等住民の要求に答えた新しい機
8図を参照）
の拡充が進められ，図書館，動物園，空港，都市再開発，
能を果すために地方公共団体の人員と給与も拡大している。 7' （第6'
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職員数の状況
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第47図典拠：『昭和53年版地方財政白書』 P.67 
第85図p. 113 典拠：同上
移
17) 
推
『昭和53年版地方財政白書』 PP.58-60 
の費件人図8 第
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地方公共団体の普通会計で給与を支弁している職員数は， 昭和52年4月1日現在263万9千人で，
前年同期（2.60万人）と比べると 3万9千人， 1.5%増加している。職員数全体としては， 教育， 民
生等の部門を中心として，依然増加傾向を示しており，民生， 消防， 衛生等直接住民サービスを担
当する職員が他の部門に比べて高い伸びを示しているO
このようにぼう大な人員と機構をもっ地方公共団体は， その従業員（公務員）の健康， 職場環境
の衛生と安全，疾病と就労不能， 死亡および老後に対する対策を講ずる必要がある。 これらはそれ
ぞれに偶然な損失を組織および家庭もしくは遺族に及ぼす可能性をもっており人事的リスクと呼ば
れ， リスク・マネジメント上必要な3本柱のーっとなっている。地方公務員法第八節「福祉及び利
益の保護」は「福祉及び利益の保護の根本基準」として第四十一条に「職員の福祉及び利益の保護
は，適切であり，且つ，公正でなければならなし、」と定めているO 人事的リスクは同節第一款厚生
福利制度（厚生制度及び共済制度〉，ならびに第二款公務災害補償が対象としているものにほぼ一致
すると考えられるO ただし， リスクのマネジメントについては検討の余地がある。
(4) リスク・マネジメント認識の高まり
公共施設の追加とサービス需要の高まり，行政機構の多岐化， 職員の増大と専門化は， 公有財産
と複雑な責任権限移譲と関連して， 財産や損害賠償責任の損失をこうむる可能性が増加しつつある。
この点は， リスク・マネジメントが対象とするリスクの3本柱， すなわち財産損失， 損害賠償責任
を負担することによる損失， および人事的リスクのそれぞれにつき， (1）～（3）に検討した通りである。
すでに指摘したように， これら3つの範ちゅうから招来することのある偶然な損失の可能性， 潜在
性は多様化するとともに大きくなる傾向がみられる。
これらのリスクに対する施策方針として地方自治法はリスク・マネジメント上重要な規定を盛り
込んでいる。たとえば，第二条＠八は「防犯，防災， 擢災者の救護， 交通安全の保持等を行うこ
とj。同十四は， 「建造物，絵画，芸能，史跡， 名勝その他の文化財を保護し，又は管理すること」
同十七に，「消費者の保護……並びに計量器，各種生産物，家畜等の検査に関する事務を行うこと。」
同十八に， 「法律の定めるところにより，建築物の構造，設備，敷地及び周密度， 空地地区， 住居，
商業，工業その他住民の業態に基く地域等に関し制限を設けること。」同二十二に， 「基金を設置
し，又は管理すること。」 これらはリスク・マネジメントの 2つの基本的な技術であるリスク制御
（潜在的損失の発生頻度もしくは深刻度を軽減するか， あるいはこれらの損失をよりよく予知でき
るようにするための手段） およびリスク財務 （発生した損害による組織財ー政上への悪影響を最小の
費用で最小化するための手段）のいずれかに入ると考えられるO
同法第二条⑥に列挙されている都道府県の処理すべき事務についても同様である。
地方公共団体はリスク対策を予算化された災害復旧事業費， 維持補修費などの経費のほか， 債務
18）同上 PP. 66-67 
19〕昭和51年度は，道路，河JIし海岸，港湾，漁港等の公共土木施設災害復旧事業費で4,433億円，農林水産施
設災害復旧事業費は1,362億円，両者で総額の96.0%を占めた。 （『昭和53年版財政白書JIp. 76) 
20）同年度の公用又は公共用施設の効用を維持するための経費である維持補修費の決算額は3,304億円であった。
（向上 p. 77) 
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負担行為，共済事業などで行っているようである。債務負担行為は， 数年度にわたる建設工事及び
土地の購入等の場合のように， 翌年度以降の経費支出が本来予定されているものと， 債務保証及び
損失補償のように翌年度以降の経費支出が必ずしも予定されていないものとに分けられよ〉 リスク
・マネジメントの対竺とすべき3種類のリスクのうち， 財産損害に対して災害共済， 人事的リスク
に対しては地方公務員去の規定により一応の対策がなされてはし、るものの， 損害賠償責任のリスク
に関するマネジメント対策は明示的に成文化されていないように思われる。地方自治法第二二O条
3に「繰越明許費の金額を除くほか， 毎会計年度の歳出予算の経費の金額は， これを翌年度におい
て使用することができない。ただし，歳出予算の経費の金額のうち， 年度内に支出負担行為をし，
避けがたい事故のため年度内に支出を終わらなかったもの （当該支出負担行為に係る工事その他の
事業の遂行上の必要に基づきこれに関連して支出を要する経費の金額を含む。） は， これを翌年度
に繰り越して使用することができる。」と規定されているにすぎない。
公有財産の量と性質が変化するにつれて，予算化された損失準備等， 防災活動， および災害共済
もしくは保険の適正な組み合わせは変化するのが当然である。今までリスクと言い， 偶然な損失の
危険と言ったものは，ひとたび発生すると個別的にも （地方公共団体自体）， また社会的にも損失
のみが生じ， なんらの利益を生ずることがないため， これを純粋リスクとリスク・マネジメント上
呼んでいる。純粋リスクは類似の状況で繰り返し発生するため， 過去および外国での経験を参考に
して，防災から保険まで，保険技術的に処理しやすい特徴を持つ。
この種のリスクは， 地方公共団体の諸活動と密接不可分に存在， 発生するため， リスクの発見
〔確認〉， 分析（測定〉および処理の専門技能と知識を持つリスク・マネジャーを育成し， 活用し
ようという傾向が米国に見られる。
この動きは米国の企業がリスク・マネジャーを雇用し， その職能を果させることにより， 企業全
体の責任としての従業員並に一般人の生命および社有財産の保全機能を管理部門のーっとしてリス
ク・マネジメント部門を独立させることに成功したところから 1970年代の中葉以降， 特に市や州、｜
の行政にリスク・マネジャーを導入する傾向が高まっている。
米国においてこの動きに拍車をかけたのは， 地方自治体も企業と同様に損害賠償責任が認められ
始めたことであり， もう一つのおもな要因は， 地方公共団体の役職者の公有財産管理上の怠慢につ
いても，個人としての損害賠償の追究がされ始めたことであるO すなわち， 地方公共団体自体が資
産の保全努力に従来以上の努力を払わないと訴訟される可能性が高まってきているからである。
日本でも近年同様な現象が起きている。全国市長会の調べたところによれば， 「係争中の 344市の
21)同上 p. 83 
22〕前掲『リスク・マネジメント上』 PP.13ー 15参照。
23〕たとえば， 1977年12月13-14日，米国のコネチカット州で‘関かれた“GovernmentalRisk Management 
Seminar" (Risk Planning Group主催〉によれば，地方公共団体関係の文献として次のようなものがあ
げられる。
Bieber, Rober M.，“The Municipal Risk Manager : Policies and Procedures，” Risk Management, 
December, 1973 
Bodnar, Ernest E.，＇’ Municipal Insurance Practices”， in the Munici Pal Year Book, 1966, International 
City Managers Association, Washington, D. C. 
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“Civil Actions" in Managing the Modern City, 1971, International City Management Association 
“Governmental Risk Management”， five articles in Risk 111.anagement Magazine, November, 1974 
“Governmental Risk ManagementヘinUrban Data Service Reρort, February, 1973, International 
City Management Association 
Harley, Philip A. and Wasinger, Bruce E., ＇‘Governmental Immunity : Dospotic Mantle or Creature 
of NecessityヘWashburnLaw Journal, Vol. 10, 1976 
Kloman, Felix (editor), Risk Management Re1うorts, Crain Communications, Chicago・Selected
issues pertinent to governmental entities : 
Volume I 
Volume圃
キ2-March, 1974 “The Care and Feeding of Agents and Brokers" 
キ4-July, 1974 “Annual Reports" 
キ6-Nov., 1974 “Safeguarding Your EDP Facility” 
キ4-July, 1975 “Risk Management Manuals" 
キ3-May, 1976 “Self-Insurance of Workers' Compensation" 
キ5-Sept., 1976 “Risk Management Cost Allocation" 
キ3-Mav, 1977 “Emergency Planning” 
Volume I 
Volume N 
“Municipal Insurance”，“Bonding Public Officials” and ”Retirement and Benefit Plans”， al in 
Municiρal Finance Administration, 1962, International City Management Association 
Municiρal Risk Management, the National Underwriter Company, Cincinatti, Ohio, 1971 
Pfennigstorf, Werner，“Governmental Risk Management in Public Policy and Legislation : Problems”， 
American Bar Foundation Research Journal, Volume 1977, Spring, No. 2 
“Risk Managment”in Municzρd Finance, August, 1971 
“Risk Management in Local Govrnment’＇， 6 articles in Governmental Finance May, 1977 : 
Griffin, C. C.，“Municipal Liability Insurance : The Availability Dilemma" 
Kloman, H. F.，“Risk Management : A Developing Discipline" 
Lengyel, E. G.，“Controlling Risk : The Safety Factor" 
Roos, N. R.，“Self-Insurance and Other Alternatives for Financing Risk" 
Surfus, G. M.，“Identifying and Evaluating Potential Risks" 
Tweedale, D. G.，“Administration and Organization of The Risk Management Function" 
Roos, Nestor and Gerber, Joseph, Goverm四entalRisk Management Manual, Tucson, Arizona, 1976 
Roos, Nestor and Gerber, Joseph “Insurance Risk Management" in Management Information Service, 
June 1970, International City Management Association 
School Insurance, New York State School Board Association, 1974, 
Strickler, Lester B.，“Funded Self-Insurance for State Buildings and Contents’＇， Risk Management, 
March, 1970 
Williams, C. Arthur，“Competitive Bidding and Municipal Property and Liability Insurance”， 
Journal of Risk and Insurance, September, 1963 
24) 『リスク・マネジメント上』 p.153 
行政機関の免責は，王は悪をなし得ずとし、う概念に基づく。裁判所は一般的に， 行政機能が遊行されて
いる政府活動に対しては免責が適用されるとしづ判断を下してきた。これらの中には，立法活動および，
教育，法律の強制，ならびに消防行為などその他の行政義務が含まれるであろう。一方，行政機関の免責
は近年の判例において，蛍利事業的であると言及される一連の機能について適用除外されるようになって
きた。これらには，地方公共団体の電力工場，道路管理， 公園および運動場の管理が含まれるであろう。
ここでもまた免責の範囲を次第にせばめようとする傾向にあり， 地方公共団体およびその他の政府機関に
その被用者の過失行為および過失全般について責任があるとする判決がますます多く出されている。個人
をまちがって逮捕する警官は，たとえ公務員の資格におL、て行動したとしても，そのような行為に対し個
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訴訟事件 1,343件のうち，内容が不明のもの等を除く約1千件について大まかに分類し計数で示せば，
次のような状況である。」
「損害賠償を請求する事件は， あわせて違法行為の確認または取消し， その他の請求をするもの
が少なくない。 これらの事件を損害賠償請求の法的根拠または原因で、分類してみると， 職員の過失
に基づくもの113件，た設管理の過失（思庇） 115件， 建設事業等の工事の過失37件， 最庇担保責任
5件，その他の不法行為130件となるO
職員の過失によるものは，病院，学校でその多くが発生しており， ほとんどが死亡， 傷害等を伴
うものであるO 特に顕著な現象として， 医療過誤による損害賠償請求事件が51件にものぼることが
注目される。これを医療行為または症状等で、分類してみると，未熟児網膜症17件（札幌， 小樽， 十
和田，鶴岡，南i場，川口，甲府，富士吉田，静岡，八尾，明石，坂出，高知，北九州， 長崎， 鹿児
島一鹿児島は2件）が最も多く全体の3分の lを占める。 そのほとんどが一審段階であるが， 坂出
市は一審で市が勝訴し，控訴審に係属中である。
次に，手術に原因するものが1件（釧路，五所川原，仙台，いわき，横浜，千葉， 静岡， 小牧，
高知一横浜は3件）と多く，投薬（珠洲，横浜，高知一うち2件はクロロキン限障害）， 予防接種
（小樽，銚子，大月〉，注射（富山，勝浦，熊本）がし、ずれも 3件，その他（不明を含む） 14件
（釧路，秋田，横浜，下館，豊橋，一宮，大垣，堺，東大阪，西宮，芦屋， 呉等）となっている。
施設管理の過失によるものは，道路，港湾，公園，池， 河川， 排水路その他の施設における転落
等による人身事故及び豪雨等自然災害が重なって侵水， 崖くずれ等をひき起こし物損を生じた場合
が大部分である。
その他の不法行為による場合は，原因が多岐にわたり，行政行為にかかわるものも少なくなし、。特
異な事例としては，消火活動の不十分なためとする二次火災 （盛岡，新潟，広島）， その他消火・
消防活動の過失（焼津，袋井，東大阪），印鑑証明発行の過失（沼津，藤沢，熊谷， JI I口， 大宮，
松戸，福山，長崎等）などがあり，その他多種多様である。」
地方公共団体の財政事情の悪化は日米共通の傾向といえるかもしれなし、。そのような状況下に，
大きな財産損失や損害賠償責任判決が下されれば， 地方公共団体の理事者の財務的， 政治的影響に
たし、する懸念は大きくなるO 昭和54年度の総選挙に示された国民の税金引上げに対する抵抗は予想
以上に激しく， 国民の地方公共団体の歳入にたし、する効率的な活用への監視の目は年々厳しくなっ
ていると思われる。
人的に賠償責任があると判断される可能性があり，これらの場合の免責は， 公務員にまで及ばないことに
留意することも重要である。多くの法管轄区において議会もまた，州，および郡，市町村，および公社に
ついて， 自動車の運転ならびに一般不法行為に関するコモγ・ロー 上の免責をはっきりと権利放棄するの
が適切であると判断している。これらの法律には提訴できる訴訟の額を制限しているものもある。連邦政
府は連邦不法行為請求権法（FederalTort Claims Act）によって免責を放棄している。
25〕JerryD. Todd “The Risk Management Function in Muncipal Government" CJ ournal of Risk 
and Insurance 1970, vol.l〕
26）全国市長会『都市における訴訟の係属状況等に関する調べ」 p. 9 ' pp. 13-15。
27〕たとえば『昭和53年版地方財政白書』第2部「最近の地方財政の状況と課題Jを見よ。
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もし今後の公共財政計画に長期的な資本予算編成の考え方を導入し， 事業の優先順位と安定性を主
眼に計画が行われるようになるとすれば， 損害発生の時点に， リスク・マネジメント計画による損
失の回避もしくは再調達の手段が講じられていなければ， 長期資本予算もしくは歳入の安定を狂わ
すことになりかねない。地方財政を取り巻く環境が厳しし資金疏動（キャッシュ・フロー〕の予見
可能性を高める必要， すなわち財務的リスクの認識が高まるにつれて， 財政専門家を登用して地方
財政計画ならびに地方公営企業に関する財政運営に財務管理の技術を導入することが期待される。
この資本予算編成と資金流動の考え方が， リスク・マネジメントの経済的， 財政的効果の評価の
基準となるものである。
論者の今までの調査では，都道府県，市町村とも，独立部門として体系的， 制度的， かつ継航的
にリスクの確認，測定，処理を行なう部所および専門的機能はまだできていなL、。 しかし， 今まで
に引用した全国町村会等の努力は災害の救済としての財政補助を求める視点から， 災害予防の必要
を認識し，実践を呼びかける方向に発展してきているように思われる。 リスグの確認， 測定に立ち，
リスク制御（損害の発生防止および程度の軽減）およびリスク財務（自己負担，保険， 共済， 補助
金）を計画段階から対策に入れようとするリスク・マネジメントの認識は， はっきりそれと意識さ
れないまでも，より合理的な危険対策を求める趨勢は， Tこしかに存在する。
3. 地方公共団体のリスク・マネジメント方針規定
(1）方針規定書の例
リスク・マネジメントの哲学が理解され， 導入する意思決定がなされた場合， 第1番目の手順と
してリスク・マネジメントの方針規定書の作成が挙げられる。 方針規定書は一般に， 一定の企業目
的を達成するために，その条件となり， それを統制する原則もしくは一連の原則に， 行車指針が付
されたものを指す。
この場合の原則は， すなわちリスク・マネジメントの一つの目的ともいえる。 リスク・マネジメ
ントの目的は， 企業（地方公共団体をも含む）の目標ないし目的と一貫して純粋リスクのもつ悪影
響を最小の費用で最小化することである。具体的には，保険料，共済分担金， 防災費用， および自
ら保有する損失金額から成る全体の損失コストを最も有利に最小化することである。〉具体例を作成
するならば，次のような文案も一例になるであろう。
口口市のリスク・マネジメントに関する方針規定書〔例〕
32) 
28〕GeorgeL. H巴ad“Essentials of Capital Budgeting" (RM 54 Structure of The Risk Management 
Process, 1075-1976, Insurance Institute of America, Topic 13〕参照。
29）たとえば， 『全国町村会五十年史』 「第十七節災害対策に関する活動」には昭和22年頃より繰り返し災害
の復旧主義より予防，開発原則に転換させることを町村会として決定し，政府に対し提出している。日く，
「F震災地の復興ならびに災害常襲地帯の恒久的災害対策樹立」 「災害防除の徹底と恒久的災害対策の確立
に関する要望」 （昭和33.1. 31）等同旨の決議要望が事あるごとに繰り返されている。
30〕ウィリアムズ／ハイ γズ：武井勲訳『リスク・マネジメント上』 PP.40-41 
31〕同上 p. 22 
32）この文案はジェネラル・ミノレズ干土の保険方針規定書（『リスク・マネジメント上』 p.42）に若干補筆し
たものである＠
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当市のリスク・マネジメント方針は，
1. 実際的であるかぎり純粋リスクによる損害を引き起こすような危険状態と慣習を除去または軽
減すること。
2. これらのリスクが除去できないか， あるいは採算がとれる水準まで軽減できない場合には，
a.民間の保険を買うか， 災害共済に加入するか， あるいは正規の自家保険にするーーその金額
と範閤は異常損害による財政変動を安定させる保障となるようにとりきめること。
b.災害共済， 保険または保有のいずれかとする一一一市または公営事業の運営ないしは財政状態
にとり個々には主要な重要性がないと考えられるようなリスクについて， 市の最善の利益とな
ると思われるいずれかの判断に従うこと。
ただいいずれの場合も，市の経理上， 災害共済分担金もしくは保険料の軽減が経済的に魅力が
ありかつ合理的であるならば，いかなる部分のリスクをも保有することとする。
この方針を実施する上でのリスク・マネジメント部の責任には，次のことを含む。
1. リスクを軽減するために，
a.各部門および公営企業の防火，防災計画の策定と運営を助けること。
b. リスク制御の主要点と保険又は災害共済の引受可能性を保証するため新規建設計画や施設変
更計画の再検討をすること。
2. 除去できないリスクに対する保護をするために，
a.保険又は災害共済による危険担保の方針と計画を発展させ， それらを時流にあった実情にそ
わせ，かつ，それらの有効性を保証すること。
b.地方公共団体および公営企業の保険計画を管理し， 保険料又は災害共済コストを適当に配分
する。
c.既定計画との一貫性を保証するため， すべての保険文は災害共済契約ならびに保証証券の交
渉および締約（あるいは締約の承認）を行うことO
d.賃貸借契約およびその他の契約に署名がなされるまえに， 契約の中の保険文は災害共済条項
の承認を与えること。
e.すべての損害補償請求の報告と査定を行うこと。
f .保険又は災害共済価額を決定するのに必要な記録を保全すること。
g＿適宜専門の鑑定業者を使って，当市の資産鑑定計画を策定し，管理すること。
これらの責任の遂行上， リスク・マネジメント部は， 各部および公営事業のすべてを通じ情報お
よび協調的行動に関する職員の協力を必要とするであろう。効果的なリスク・マネジメント計画の
利益を各部門単位および地方公共団体に対し十分に提供するため， 本方針規定を展開させることは
リスク・マネジメント部の全体的な住事のうち重要な要素であるO
トッドは1970年に米国の9州にある人口2～4万人のシティのすべてを調査した報告を行っている。
この9州を選んだ理由は，これらの州では，州および郡，市町村， および公社について， 自動車
の運転ならびに一般不法行為に関する慣習法上の免責をはっきりと最初に権利放棄した州で、あり，
33) Jerry D. Todd前渇論文
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将来の動向を予測するのに適当と判断したからであった。 この規模のシティを選んだのは， 大都市
は複雑すぎ， 小都市は未発達すぎて， いずれも適当な資料が得にくし、からであった。 375市のうち
42%に当る 158市が回答を寄せたが，そのうち 34市だけが成文のリスク・マネジメントに関する方
針規定書を有しているとのことであるO そのうちの半分しか控除免責金額に対する方針規定が盛ら
れていなかった。 約半数は， 商業保険とホールド・ハームレス・アグリーメシトに関する指示があ
り，自家保険に関する規定は%以下の市にみられただけで、ある。 方針規定書の 79.4%が保険の購入
方法のみを規定してあるだけであり， 61.4%は市議会が保険の実務方針を決定するとしていた。こ
れに類する日本での調査は寡聞にして知らないが， 筆者の灰聞したところでは成文化していない地
方公共団体がほとんどのようである。
(2) リスク・マネジメント方針規定書の効用
トッドは，方針規定書がしっかりしていれば，次のような効果があるとしている。
1. 計画された活動経路の逸脱を防止できるO
2. 活動の一貫性が保証されるO
3. 組織全体を通じて知的協力を推進できるO
4. 活動の調整を可能ならしめるO
5. 賢明なイニシャチプが行使できる。
6. 公平な人間関係に関する意思決定の指針となる。
7. 執行者の活動の質を決定する基礎となる。
8. 将来計画を考える場合の指針となる。
4. リスク・マネジメントの責任と権限の委譲
「普通地方公共団体の長は， 公有財産の効率的運用を図るため必要があると認めるときは， 委員
会若しくは委員又はこれらの管理に属する機関で権限を有するものに対し， 公有財産の取得又は管
理について，報告を求め，実地について調査し， 又はその結果に基づいて必要な措置を講ずべきこ
とを求めることができる」 （地方自治法第二三八条の二〉。 リスク・マネジメントは， この「公有
財産に関する長の総合調整権j と深く関りがあるといえよう。 選挙で選ばれる長は， 政策決定と長
期計画のための時聞をより多く捻出するため， 権限の委譲をする必要がある。権限委譲の前提には
職務内容と責任範閤が明定されなければならない。 方針規定書の意義の一つはここにあり， その基
本的責任は長にあるといえる。
公有財産，税収その他の歳入，および地方公務員の生命身体の保全機能を果すプロセスをリスク・
マネジメントとすれば， リスク・マネジメントはあらゆる管理階層全部の責任であるO
災害共済や限られた賠償責任保険の購入を中心として， 窓口がし、くつにも分化している現在の状
況は，技術性が高く専門的経験の価値が大きいリスク・マネジメントの性格からいって決して望ま
しい状態ではなし、。
34）日本の地方公共団体は，昭和50年から全国市長会などが一括窓口となり，道路，学校，市民スポーツ， 予
防接種に関する賠償責任保険を民間保険会社と契約している。
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5. リスク・マネジメント尊入上の障壁
リスク・マネジメント必要論の認識はそうむつかしいことではないし， 今までの指摘である程度
その認識を深める助けにはなったと思われるO 災害の復旧主義から抜本的災害防除対策をという主
張は繰り返し行われてきた。地方公共団体においてリスク・マネジメントが根づくのを妨げてきた
要因を概念的に検討してみよう。その要因は，（1）財政的，（2）法律的，（3）政治的， 仏）組織的側面が考
えられる。
(1) 財政的要因
地方公共団体は民間企業と異り存続が保障されており， 税金徴収権があるO その本来の機能は行
政サービスであって，経済的なものではない。財政の運営はすべて予算によって行われ， 不確実性
に左右されるリスク対策費用ははじめから算入されにくいし， また事後的な予算計上が可能な仕組
みになっているO 民間企業のように，不測の損害の発生による利潤，成長，安定， 存続， 社会的責
任の遂行等の企業目的が阻害される恐れが大きくないといえる。
(2）法律的要因
地方自治法および地方公務員法により，公有財産，公務員の死亡，後遺症， 疾病， 退職年金など
に関する規定がなされており， その処理のための共済事業が定着していること。 また契約について
も規定があり （地方自治法第6節第二三四条一，二，三）， たとえば現在の日本では数少いリスク
．マネジメント・コンサルタントの弾力的かつ自由な導入をしにくい点も指摘できるであろう。
(3）政治的要因
災害共済事業は一種の自家保険的性格を帯ひ、るぷ：〉正常なリスク・マネジメントのプロセスであ
るリスク・コントロールとしての防災， 安全技術に関する保険会社の提供するサーピスを享受でき
ない不利があるO これは， 災害共済事業がリスク・マネジメント・サービス能力を身につけ提供で
きるようになれば白から解決される問題であるが， 災害共済事業が保険事業から独立した創立期に
失った一つの政治的代償とし、う見方も可能であろう。
付）組織的要因
リスク・マネジャーは専門職業的色彩が強く， 適性資格試験など客観的な知識能力を検査する制
度が日本では未発達のため， 職員の採用および昇任は競争試験または選考によるとする地方公務員
法第十七条の規定を満足させる基準が未成立であるO また， 職階制を採用する地方公共団体におい
ては，職員の職能について， 職階制によらない分類をすることができない （同法第二三条8）。職
階制の基本基準を満たすようなリスク・マネジャーの組織論的位置づけの研究も必要である。
35) 『全国町村会五十年史』 p.822-823。災害共済の創設の経緯と性格を知る上で参考になるのでこの部分
を転載する。
2 災害共済事業の創立
(1）災害共済事業創設の経過
昭和22年頃より各都道府県町村会において「災害共済事業を早急に実施すべしJとの決議がそれぞれ行なわ
れ，本会においても，その具体的方法につき政務調査会，常任理事会等で慎重に検討の結果， これが実現に着
手することとなった。
戦後，保険業の監J腎が商工省から大蔵省に移管されたので，大蔵省に対し， 本会の経緯を説明して災害共済
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6.結論
以上， 地方公共団体におけるリスク・マネジメントの必要と導入に関する若干の問題点の考察を
試みた。リスク・マネジメントは今のところ都道府県政， 市町町政のいずれにおいても独立した職
能とはなっていなし、。大企業においては若干リスク・マネジメントの認識とリスク・マネジャーを
育成しようとする動静が伺われる。〉企業と同列に論ずることには無理があるとしても， リスク・マ
ネジメ γ トの必要の大きさは地方公共団体にとっても大差はなし、。
このことは次の3点から裏付けられた。
(1) 住民の要求するゆたかな財とサービスを提供するのに必要な公有資産に対する投下費用が増大
事業の実施を強く要請したが保険業法を楯とする民間保険会社に牽制されその実現は困難な状態にあった。
これが実現のための方策を検討の結果，当時， 町村制に代るものとして昭和22年4月17日公布施行された地
方自治法の改正案が国会へ提出されるのを機会に， この改正案に災害共済事業の根拠規定の条文を挿入し，保
険業法に関係なく共済事業として創設することが最善策であるとの結論に達したので、ある。
政府，国会に対する民間保険会社の反対運動は猛烈なものであった。
（中略〕
当時は，占領治下にあって，米軍総可令部の許可を要するところから， これに対する趣旨徹底を重ねたが容
易なことで、なかった。そこで‘米軍司令部に縁故のあった斉藤仙太郎福岡県町村会長（後の本会副会長）を渉外
担当とし，これを渉外事務経験をもった尾花岡県事務局長が補佐し， 本会においては山本東古米軍通訳を渉外
部長に採用Lて米軍総司令部ノーラン地方課長と折衝に折衝を重ねようやくにして OKがえられるIこいたった。
昭和22年末地方自治法の一部改正案が地方自治庁より国会に提出されるに当たり， 米軍総司令部の示唆指導
もあり，政府，国会に対する運動も功を奏し，地方自治法第お6条の次に， 共済事業を行ないうる根拠規定が，
同条のことして次のごとく加えられるにいたった。
（中略〉
「第263条の2」の条文解釈及び運用（長野士郎著「逐条地方自治法」による〕
1. 「その利益を代表する」とは，普通地方公共団体の利益を図ることを一般的目的とするものであることを
もって足り， 災害等による財産又は営造物の損害を救済することのみを目的とするものである必要はない。
2. 「全国的なJとは，当然公益的法人の行なう業務の範囲が全国にわたり， 一都道府県又は一地方等に限定
されない意である。
3. 「公益的法人jには，民法上の公益社団法人，公益財団法上を含むことは勿論であるが， 公益を目的とす
る法人であれば，必ずしも右に限定されずこれに含まれるものともいいうるが， 地方公共団体の利益を代表
する「全国的な公益法人」と云う点からして，地方公共団体の全国的組織に限定されるものというべく， 結
局それは，民法上の公益法人しかあり得ない。
4. 「財産Jとは，火災，水災，震災その他の災害により直接普通地方公共団体が損害をこうむることあるべ
き一切の財産的価値を有するものを云い地方自治法第213条の財産のみならず，物品を含むものと解される。
5. 「相互救済事業」は，普通地方公共団体が自ら行うことの得ないのであって， 必ず、その利益を代表する全
国的な公益法人に委託することによってのみこれを行うことができるものであるが， 本条の相互救済事業を
行う公益法人はし、わは， 都道府県又は市町村の利益のために，それらの地方公共団体が全国的組織として設
置することを予定しているものであり，実際にも全国町村会， 市長会，知事会等を基礎とするそれぞれの系
統に属するもので構成せられており，その相互救済事業は一種の自家保険として経営せられている。
6. 「保険事業jは，保険業法第一条のいわゆる「保険事業」と同意義であって， 報酬の支払と危険負担との
対立をその内容とする契約を継続的計画的に締結し履行することを云う。
36〕たとえば，飯田売「’80年代の企業経営とセキュリティー」『ハーバード・ビジネス Nov.-Dec.1979』PP.5-3
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していること。
(2) サーピスの継続的提供と他人の権利侵害に対する賠償責任の社会的義務の高まり。
(3) 新らしい歳入調達源たる住民の税率引上げへの抵抗と隈られた財源。
このような状況下でリスク・マネジメントを導入してゆくためには， まずリスク・マネジメント
に関する哲学と方針規程書を確立する必要が， 地方公共団体の長に課せられていることも明らかに
された。
災害共済事業や保険の購入だけでは不十分であり， 災害防除対策とそのための投資効果分析研究
が必要になってくる。地方公共団体に対する損害賠償請求件数は訴訟事件の約4割で最も多く， 今
後ともこの傾向は顕著になるかもしれない。損害賠償責任や損失補償等のように， 計画に入れにく
い損害のために， 地方公共団体が住民に対する必要な財貨やサーピスの供給に支障を来たすのは望
ましくない。
財政予算および運営の安定化をはかれ 公的サービス遂行能力を保証するために， リスク・マネ
ジメントの考え方と技術は， 計画に入れられていない異常損害の回避という単独には最も重要なリ
スク・マネジメント機能を果しながら地方公共団体の財政安定に貢献することができるO
しかし， リスク・マネジメントを実際に導入するにはさまざまな障害がある。財務， 法律， 政治，
組織面の問題のほかにも解決すべき課題はあるかもしれない。
リスク・マネジメントの機能が地方公共団体において発揮されるために， これからはより具体的
な研究と調査が必要になる。 本論はその出発点として， リスク・マネジメントの認識と導入の必要
を概念論的に指摘することを心掛けたものである。具体的な方法論は別稿に譲りたい。（1979.11.20)
37）たとえば， 日本火災学会は昭和54年1月初日「防災設備と投資効果についての研究協議会」を開催する。
